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輸入国政府部門間の政策決定に関する分析

林　原　正　之

Abstract. We consider a two-country model in which one home firm and 
one foreign firm compete in the domestic market in a Cournot fashion. 
Suppose the production subsidy setting section （PSS） of the importing 
country government maximizes producer’s surplus and the tariff setting 
section （TSS） maximizes tariff revenue. Then, the PSS chooses the first 
move and the TSS chooses the second （DP-equilibrium）. The welfare of 
an importing （exporting） country is higher （ lower） in the DP-equilib-
rium than that under free trade.

Note：本稿の作成に際して大川隆夫（立命館大学），岡村誠（広島大学），
野村良一（東海大学）の各氏および本学奥井克美教授より有益なコメント
をいただいた．記して謝意を表したい．ただし本稿にあり得る誤謬はすべ
て筆者のものである．

1 　序

　本稿では国際貿易理論のモデルにおける輸入国政府の政策実施部門と政

策目標に関して試論的に展開する．自国内市場でクールノー競争のもと外

国からの輸出に直面する輸入国にとっては，国民的厚生水準を最大化する

最適政策が国内的歪み（domestic distortion）を矯正する生産補助金と交

易条件の歪み（terms of trade distortion）を是正する関税の組み合わせ

であることは周知の事柄である 1）．しかしながらこうした複数の政策手段の

1 ） 例えば Dixit （1984）あるは Cheng （1988）を参照のこと．



― 20 ―

輸入国政府部門間の政策決定に関する分析

実行主体は明示的ではない．そこで本稿では第 1 に輸入国政府は 2 つの部

門あるいはセクションからなると明示的に想定する．一つは生産補助金を

設定する部門（Production Subsidy Setting Section, PSS）であり，他は

関税率を設定する部門（Tariff Setting Section, TSS）とする．他方で輸

入国の政策目標が国民厚生以外に企業利潤，生産者余剰あるいは関税収入

の最大化とされる場合の分析もしばしばなされている 2）．そこで本稿では第

2 に各部門はそれぞれ独自の目標を有すると想定する．生産補助金を設定

する部門（PSS）の目標は関連する産業の生産者余剰の最大化とし , 関税

率を設定する部門（TSS）の目標は関税収入最大化であるとする．そのう

えで両部門間の政策的相互依存性や政策のタイミング（先手・後手関係）

などを考察する．

　政策手番（タイミング）の内生的決定分析は以下のように多段階ゲーム

としてモデル化される．すなわち，（1）自国市場に同質財をクールノー複

占的に供給する自国 1 企業と外国 1 企業を想定し，（2）ゲームの構造は以

下の 4 段階，すなわち，第 0 段階で両部門による政策手番の決定， 第 1 段

階と第 2 段階はそれぞれ先導者あるいは追随者となる部門の政策水準決定

段階，そして第 3 段階は両国企業のクールノー競争の段階である．

　このとき本稿では以下のような主要な結果を得ることが出来る．第 1 に，

輸入国で政策手番が内生的に決定可能なとき生産者余剰を最大化する PSS

が先手を採用し，関税収入を最大化する TSS は後手で対応する DP 均衡と

呼ぶ結果が内生的に実現する．第 2 に，この内生的に成立する DP 均衡で

は自由貿易に比較して，輸入国厚生はより髙水準であるが，輸出国厚生と

2 ） 「保護の政治経済学」において為政者は国民的厚生のみでなく関連する産業で
の特殊要素所得（からの献金）など自らの利己的関心事項も考慮するとして
いる．例えば Hillman （1989）， Grossman and Helpman （2002）等を参照．
また，関税収入を最大化する関税率の議論については，例えば Johnson 

（1951-2），Collie （1991）そして最近の議論として Wang and Lee （2012）な
どを参照．
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世界厚生は低水準となる．

2 　基本モデル

2.1　セットアップ

　2 国モデルの部分均衡分析により，輸入国である自国の国内市場にて競

争する自国 1 企業と外国（輸出国）1 企業を対象とする．それぞれが生産

する財は完全代替財であり，クールノー複占競争市場である．自国企業は

輸出しないと想定する．自国政府の各部門は輸入品に関税を課したり，自

国企業に生産補助金を供与する．ゲームの構造は以下の 4 段階である．

第 0 段階：両部門による政策手番の決定

第 1 段階：先導者部門の政策水準決定

第 2 段階：追随者部門の政策水準決定

第 3 段階：両国企業のクールノー競争

　第 0 段階以降の政策のタイミングの問題は Hamilton and Slutsuky 

（1990）により提案された observable delay を有する展開ゲームを用いて

分析可能である．第 0 段階での選択後，その意思決定結果は共有知識

（common knowledge）となり，輸入国政府の両部門はこの選択にコミッ

トする．そうすると 3 ケースが出現可能である．両部門がともに同一段階

での実行を選択すると同時政策手番のDS均衡が出現する．他方PSS（TSS）

が第 1 段階，TSS（PSS）が第 2 段階での実行を選択すると，PSS（TSS）

を先導者とする逐次シュタッケルベルグ DP 均衡（DT 均衡）となる．選

択された各段階で，各部門はその目的関数を最大化する政策水準を決定す

る．均衡は部分ゲーム完全均衡であり，後段階から解いていく．

　自国（輸入国）家計は完全代替財を総量Qおよび価値尺度財Zを消費可

能として，その効用関数を，
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とする．財の価格を p として，効用最大化の 1 階条件より財に対する（逆）

需要関数

 （1）

を得る．消費者余剰を CS = U – (pQ + Z) と定義し，代入により

となる．

　次に両部門による政策水準，生産補助金 s，関税 t の水準を所与とする

第 3 段階における企業の利潤最大化行動を考察する．自国企業と外国企業

の生産量をそれぞれ x，y で表示すると Q = x + y である．またそれぞれ

の限界費用を cx，cy （ただし cx > cy）とすると，自国企業，外国企業の利

潤関数はそれぞれ

となる．クールノー競争での利潤最大化の 1 階条件（反応関数）である

を連立して解くことにより，クールノー供給量が

 （2）

と得られ，総供給量は

であり，利潤と生産量との間に πx = bx2，πy = by2 の関連が存在する．自

国厚生は消費者余剰，企業利潤および純税収の単純な（同一ウエイトでの）

合計であると定義する，すなわち PS と T がそれぞれ生産者余剰および関
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税収入

 （3）

を表示するとして，輸入国厚生は

 （4）

他方，外国の厚生水準は純利潤額であるので

 （5）

となり，最後に，両国厚生の単純な合計で定義された世界厚生は

     （6）

と定義される．

2.2　輸入国の最適政策の再解釈

　ここで輸入国政府内の生産補助金を設定する部門と関税を設定す 2 部門

を明示する．輸入国政府は少なくとも 2 つの部門からなり，それぞれ独自

の目標を有すると想定可能である．第 1 は生産補助金を設定する部門

（Production Subsidy Setting Section PSS）であり，他は関税を設定部門

（Tariff Setting Section TSS）である．輸入国の最適政策として，各部門

が同時・独立的に国民的厚生 Wh を最大化する目的を有してその政策変数

の値を設定すると想定しよう．各部門の最大化の 1 階条件はその反応関数

と解釈できる，すなわち

 （7）

および
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 （8）

である．これらを連立して s と t に関して解くと，最適政策は

 （9）

となるので，これらを生産，余剰および厚生に代入することにより各変数

の値を得ることができる，ここで superscript O は最適政策均衡での変数

であることを表示する．図 1 はこの最適政策均衡を両部門の反応曲線 sRO

と tRO の交点 O で表示しており，曲線は等厚生曲線の一部を表している．

国際交渉による貿易自由化の進展により，関税の賦課が不可能な場合には

均衡点は S となり，他方，例えば財源の問題から補助金提供が不可能な場

合には，国民厚生を最大化する最適関税のもとで均衡は点 T となる．さら

に生産補助金と関税がともに不可能な場合には自由貿易均衡の F 点が成立

している．

図１：各部門反応関数と最適政策均衡
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2.3　自由貿易均衡

　ここでは，参照基準として自由貿易での生産量，余剰と厚生水準を明示

する．superscript FTは自由貿易均衡での変数であることを表示する．s = 0, 

t = 0 とすると

および

を得ることができる．

3 　輸入国政府 2部門の目的関数の変更と明示：D-均衡

　ここでは輸入国政府内で生産補助金を設定する部門と関税を設定す 2 部

門を明示した上で，国民的厚生の最大化とは異なる独自の目標を有すると

想定しよう．第 1 の生産補助金設定部門（PSS）は関連する産業の生産者

余剰の最大化を目的とし，他の関税設定部門（TSS）は関税収入最大化が

目的であるとする．PSS は関連する産業の維持や振興を目指してその生産

量（利潤）に関心を有するが，同時に財源として補助金も考慮するため両

者の純額である生産者余剰を最大化すると想定する．他方 TSS が関税収入

を最大化するとの想定は Maxmum revenue tariff などの伝統的な問題設定

によることができる．

　例えば日本では PSS が関連する産業へ補助金を提供する経済産業省や農
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林水産省であり，TSS は関税収入の割合は低いけれども関税を設定する財

務省のようなものを想定することが可能かもしれない．なおこの点に関す

るより詳細な考察はHayashibara, Ohkawa, Nomura and Okamura （2013）

でなされている．

　こうした 2 部門の政策の相互作用やそのタイミングを考察すると 3 種の

サブゲームが可能である．第 1 は DS 均衡で輸入国の両部門が同時手番ゲ

ームをプレーするものである．第 2 は DP 均衡で PSS が先手，TSS が後手

を選択するケースである．そして第 3 は DT 均衡で逆に TSS が先手，PSS

が後手を選択するケースである．

　各部門の行動を順に考察しよう．第 1 は生産補助金を s を利用して関連

する産業の生産者余剰 PS(s,t) を最大化する PSS であり，s の上昇は x を

増加させ PS を高めるが，他方で p を低下させて PS を減少させる，すな

わち

であり，両者のバランスする最大化の 1 階条件より関税 t の増加関数とし

てその反応関数

 （10）

が得られる，それは t の上昇は x を増加させ限界的 PS を低下させるが，p

を上昇させてそれを上昇させる効果が上回るためである．その反応関数上

では

そして
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 （11）

が成立するので次の Lemma を得る．

Lemma 1.　生産補助金設定部門（PSS）の反応関数は関税の増加関数で

あり，その反応関数上では輸入量と総供給量は関税の減少関数であるが，

輸入国生産量と生産者余剰は関税の増加関数となる．

　第 2 に関税率 t により関税収入 T  (s,t) を最大化する TSS の最大化条件は

のバランスするところで，生産補助金 s の減少関数としてその反応関数

 （12）

が得られる，s の上昇は y を減少させ限界的 T を低下させるからである．

その上では

および

 （13）

が成立する，よって次の Lemma を得る．

Lemma 2.　関税設定部門（TSS）の反応関数は生産補助金の減少関数と

なりその上では，輸入国生産量と総供給量は生産補助金の増加関数，輸入
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量と関税収入は生産補助金の減少関数である．

　以上の議論（Lemma 1 および Lemma 2） からは輸入国の生産補助金設

定部門（PSS）が先導者となり関税設定部門（TSS）が追随者となる均衡

が成立することが判明するが（図 2 を参照），以下では数式によりそれを確

認すると共に比較のために各変数を明示的に求める．

3.1　DS均衡：両部門の同時手番ゲーム

　両部門の政策実行が同一の段階のとき，反応関数（10）と（12）を連立して

s と t に関して解くと

 （14）

となるので，これらを代入して

図 2：各部門反応関数と政策手番の決定

t

s

tRD

sRD

PS 

T 

o

DS

DP

DT



― 29 ―

輸入国政府部門間の政策決定に関する分析

 （15）

 （16）

 （17）

を得ることができる．

3.2　DP均衡：PSSが先手，TSSが後手を選択する逐次手番ゲーム

　TSS の反応関数を読み込んだ生産者余剰

の最大化より

を得るが生産補助金に関して解き，さらに代入すると関税率も

 （18）

と得られる．これらより生産量，生産者余剰および厚生などは

 （19）

 （20）

 （21）
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となる．

3.3　DT均衡：TSSが先手，PSSが後手を選択する逐次手番ゲーム

　前ケースとは逆に PSS の反応関数を読み込んだ関税収入

の最大化より

であるので

 （22）

を得る．これらより

 （23）

 （24）

 （25）

を得ることができる．

3.4　2 部門間の政策タイミングの内生的決定

　前節までは所与の政策順序で，各部門が第 1 段階あるいは第 2 段階で，

それぞれ政策を実行したと想定したときの生産や両部門の利得および国民

的厚生水準を示した．本節ではそれらの利得を比較して，第 0 段階で各部



― 31 ―

輸入国政府部門間の政策決定に関する分析

門間で政策実行の手番が内生的にいかに決定されるかをみる．各部門の可

能な政策選択と利得は表 1 で表される．

表 1：各部門の手番と利得

TSS が第 1 段階 TSS が第 2 段階
PSS が第 1 段階 (PSDS, T DS ) (PSDP, T DP )

PSS が第 2 段階 (PSDT, T DT ) (PSDS, T DS )

　第 1 に PSS の利得を比較すると

および

が成立するので，生産者余剰を最大化する PSS にとって先手を採用するの

が支配戦略である．他方関税収入を最大化する TSS の利得比較は

および

であるため，TSS は PSS が採用する先手戦略に対して後手で対応する．以

上より次の命題を得る．

Proposition 1.　輸入国で生産者余剰を最大化する生産補助金設定部門

（PSS）と関税収入を最大化する関税設定部門（TSS）を想定する．この

とき PSS が先手を採用し，TSS は後手で対応するので，内生的に DP 均衡

が実現する．
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　この命題を考察するために逐次手番均衡 DP と同時手番均衡 DS の各変

数を比較しよう．第 1 に政策変数に関して

となり，生産量（供給量）の比較については

となる．PSS は先導者としてその生産補助金を低下させて，TSS に高関税

の誘因を提供するが，TSS の反応関数に沿って 1 単位生産補助金の低下に

より関税は 4 分の 1 単位上昇することになる．したがって総保護水準 s +  t

は低下し，（2）式を参照しても輸入量が増加するので関税収入も増加する．

他方，そのとき国内生産量は減少するが，総供給量が減少して価格上昇の

効果が上回り，生産者余剰も上昇する．こうして，両部門とも同時手番均

衡から逐次手番均衡 DP へ移行することで，より多くの利得を得ることに

なる．このとき輸入国厚生水準は

であり，先に見たとおり DP 均衡では DS 均衡に比較して関税収入および

生産者余剰は高水準であるが，総供給の低下による消費者余剰の減少分が

圧倒するため輸入国厚生は低水準となっている．輸出国厚生はその生産量

の比較と同じ順序で，WDS
f  < WDP

f  であり輸入国厚生の順序とは逆であ

る．両国厚生の合計である世界厚生水準の比較は，



― 33 ―

輸入国政府部門間の政策決定に関する分析

となり不確定である．DS 均衡では総供給量 Q が多く世界厚生が高水準と

なる作用を有するが，DP 均衡では低限界費用である輸入量 y が多く，高

限界費用の国内生産量 x が少ないため供給の平均的な効率性は高い．両企

業間の限界費用格差が小さいときには前者が優越して W DS > W DP となる

が，それが拡大すると後者が支配的となるため W DS < W DP となる．

3.5　自由貿易との比較

　今度は内生的に実現する DP 均衡と参照基準としての自由貿易均衡と比

較しよう．各国生産量と総供給量の比較は

となる．輸入国厚生水準の比較は

となり，自由貿易に比較して DP 均衡では，消費者余剰は低水準であるが

生産者余剰の増加と関税収入の発生により輸入国厚生は髙水準となる．他

方，輸出国厚生水準はここでも輸入量 y の比較と同一順序であるから，

WDP
f  < WFT

f である．最後に世界厚生に関しては，ここでは生産量の比較

からも推測可能なように

となって確定する．以上の考察より次の命題を得る．

Proposition 2.　内生的に成立する DP 均衡では自由貿易に比較して，輸入

国厚生は髙水準であるが，輸出国厚生と世界厚生は低水準となる．
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4 　要約と展望

　本稿では輸入国政府は 2 つの部門すなわち，生産補助金を設定する部門

（PSS）と関税率を設定する部門（TSS）からなるとし，PSS の目標は関

連する産業の生産者余剰の最大化，TSS の目標は関税収入最大化であると

想定した．このとき以下のような結果が得られた．第 1 に，輸入国で PSS

が先手を採用し，TSS は後手で対応する（DP 均衡）が内生的に実現する．

第 2 に，内生的に実現する DP 均衡では自由貿易に比較して，輸入国厚生

は髙水準であるが，輸出国厚生と世界厚生は低水準となる．

　ところで，輸入国政府の各部門はそれぞれ単一の目標を有するとは限ら

ない．例えば各部門は少なくとも表向きには国民的厚生の最大化を標榜す

る可能性がある．このように各部門が複数の目標を選択する場合の詳細な

考察は Hayashibara, Ohkawa, Nomura and Okamura, （May 2013）で行

われている．そこでは各部門がともに自己の利得を最大化する政策および

国民的厚生を最大化する政策から選択する場合に，国民的厚生を最大化す

るように政策を決定する方が結果的に自らの利得を高める可能性があると

いう結果を示している．また輸入国政府の各部門が上記のようにそれぞれ

複数の目標を選択すると同時にそれぞれの組みのサブゲームにおいても内

生的に政策順序（タイミング）を決定する場合の考察が Hayashibara （May 

2013）でなされている．そこでは上記の文献とは逆に各部門はそれぞれ自

己の利得を最大化する政策を選択することが示される．
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